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2026年４月 27日 

各      位 
 

会 社 名   ア ミ タ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 

代 表 者   代 表 取 締 役 会 長  兼  C V O  熊 野 英 介 

（ コ ー ド 番 号 ： 2 1 9 5  東 証 グ ロ ー ス ） 

問合せ先責任者  代表取締役社長  兼  C I O O 末次貴英 

Ｔ Ｅ Ｌ     （ 0 7 5 ） 2 7 7 - 0 3 7 8 （ 代 表 ） 

 

アミタ HD、インドネシアでの循環資源製造所稼働準備とインドでの事業化調査を加速 

－環境省の都市間連携事業委託業務に２か国の案件が採択－ 

 

 

アミタホールディングス株式会社（以下、アミタ HD）は、環境省の「令和８年度 脱炭素

社会実現のための都市間連携事業委託業務」（以下、本事業）に、福岡県北九州市及び国内

外の連携企業と共同応募し、インドネシア及びインドにおけるプロジェクトが採択されまし

た。 

インドネシアでは 2027年度の循環資源製造所の稼働開始に向け、原料となる廃棄物の調

査や建設着工、運営体制の整備を行います。また、インドでは、主要な産業集積地で代替原

燃料供給事業の調査を継続し、2027年度以降の本格的な事業展開に向けた基盤構築に取り

組みます。 

アミタグループは、廃棄物を地上の資源ととらえ、その再資源化を軸とした循環型社会の

実現に取り組んでいます。今後は海外事業統括会社「AMITA CIRCULAR DESIGN SDN. BHD.」

を中心に、原油高や資源調達リスクに直面するアジアの製造業に対し、廃棄物由来の代替原

燃料を供給する事業を推進していきます。 

 

 

記 

 

1. 本事業について 

本事業は、日本の民間企業・研究機関等が、日本の自治体及び途上国のパートナー都市と連携

し、脱炭素社会形成に関する案件の発掘・形成調査や制度構築支援、人材育成などをパッケージ

で展開するものです。今年度の活動期間は、2026 年５月頃～2027 年２月を予定しています。 

アミタ HD は、2020 年度より複数の新興国において本事業に継続して採択されており、インド

ネシアやインドにおける廃棄物の再資源化やセメント産業の脱炭素化に向けた調査・基盤整備を

積み重ねてきました。資源枯渇や昨今の国際情勢に伴うサプライチェーンの不安定化等によって、

エネルギーや資源の確保は国家的急務となり、持続可能な資源循環モデルの構築へのニーズは

かつてなく高まっています。こうした社会的要請を踏まえ、本年度はこれまでの成果を基盤に、

循環型の産業モデルの実現に向けたより具体的な事業化フェーズへと移行していきます。 
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2. 受託事業 

① インドネシア 

テーマ セメント工場と連携した高品質廃棄物由来代替燃料・原料のスケーリング

及び多様化事業 

対象地域 バンテン州 

事業概要 北九州市とインドネシア・バンテン州の都市間連携を通じ、インフラの基

礎をなすセメント産業の脱炭素化と持続可能な資源循環モデルの構築を推

進する。 

本事業は３年を一周期とする段階的な支援制度であり、事業主体の設立や

事業性を立証した「フェーズ１」（2023 年度～2025 年度）を経て、本年度

より本格的な事業化を目指す「フェーズ２」へと移行する。 

フェーズ２では、フェーズ１における現地の廃棄物排出やセメント製造で

の代替資源利用に関する調査成果を基盤に、高品質な代替原燃料の製造・

供給体制の確立を進めるとともに、JCM（二国間クレジット制度）の案件形

成を目指す。 

 

❚ 背景とアミタ HD の役割 

現在、インドネシアでは大統領令等をもとに、廃棄物管理の適正化が国家レベルで加速して

います。廃棄物管理における透明性の向上を促す動きは、アミタ HD が日本国内やマレーシアに

おいて培ってきた高度な再資源化技術が正当に評価される市場環境の醸成を後押ししています。 

アミタ HD は本事業において、これまでの調査や合弁会社設立等の成果を基盤に、廃棄物の再

資源化によるセメント産業向け代替原燃料の供給体制の構築に注力します。具体的には、本年度

秋頃の建設着工を経て、2027 年度の循環資源製造所の開所を目指します。 

また、アミタグループが日本国内で提供する電子マニフェスト運用サポート（EDI システム）

の知見を用いて、インドネシア環境省が取り組むトレーサビリティシステム構築への支援の可能

性調査・検討も実施します。 

 

 

② インド 

テーマ インドにおける脱炭素・循環型エコタウン整備推進事業 

対象地域 テランガナ州 

事業概要 北九州市とインド全土で廃棄物処理事業を展開するラムキーグループとの

連携のもと、同グループが拠点を置くテランガナ州を対象に、「脱炭素・循

環型エコタウン」の整備に向けた事業可能性調査を実施。本調査では、北

九州市及び市内企業が有する廃棄物再資源化や再エネ利用等のノウハウを

活用する。具体的な活動は以下の通り。 

（１）廃棄物の再資源化の事業性評価 

（２）企業の工場等を対象とした省エネ診断・技術導入の検討  

（３）エコタウン形成に向けた制度構築・政策支援 

 

❚ 背景とアミタ HD の役割 

インドは、売上規模 3,000 億ドルに迫る巨大 IT 産業と急成長する製造業を背景に、2030 年ま

でに世界第３位の経済大国へ躍進する見込みです。その一方で、廃棄物の発生量も 2030 年まで

に現在の 1.5 倍に達する見通しであり、環境インフラの整備が国家的な喫緊の課題となっていま

す。 

本年度アミタ HD は、これまでのテランガナ州等における調査成果を踏まえ、リサイクル適性

の高い廃棄物が集積する産業エリアにおいて、セメント工場への代替原燃料の供給事業に関する

調査及び事業性評価を実施します。また、既存の連携先であるテランガナ州でのエコタウン構想

の推進にも取り組みます。 

これらの調査は、インド環境最大手のラムキーグループとの連携のもと行います。なお、同

グループとは 2024 年に、事業性調査に向けた MOU を締結しています（MOU に関する詳細はこち

ら）。 

https://www.amita-hd.co.jp/news/240515_ramky.html
https://www.amita-hd.co.jp/news/240515_ramky.html
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3. 今後の展望 

インドネシアにおいては、2027年度の循環資源製造所の稼働開始に向け、製造所の建設開始及

び排出元企業への調査継続を通じて、運営体制の構築を本格化させていきます。インドにおいて

も、本年度に実施するテランガナ州等の主要エリアにおける精緻な事業性評価に基づき、2027年

度以降の本格的な事業展開に向けた基盤構築に取り組みます。 

これらを通じ、海外事業統括会社「AMITA CIRCULAR DESIGN SDN. BHD.」を軸とした体制のも

とで、アジアにおける脱炭素社会の実現に貢献していきます。 

 

 

4. 業績に与える影響 

本件が当社の業績に与える影響は軽微です。 

 

 

以 上 

 

■関連リリース 

2025 年４月 17 日 

アミタ HD、インドネシアで 2027 年内の循環資源製造所稼働に向け、事業基盤の整備を推進 －環境省の都市間連

携事業委託業務にインドネシア、インド、パラオの案件が採択－ 

2024 年８月 13 日 

アミタグループ、インドネシアでの 100％再資源化事業の本格展開を決定 ～東南アジア最大級の複合企業サリム

グループおよびインドネシア大手セメント会社インドセメントの子会社と合弁会社の設立を基本合意～ 

2024 年５月 31 日 

北九州市長へ、インド環境大手ラムキーグループとの基本合意について表敬報告！あわせてアミタの北九州循環

資源製造所を視察 

2024 年４月８日 

アミタ HD、現地大手企業と連携し、インドでの事業可能性調査を開始 －環境省の都市間連携事業委託業務にイ

ンド、インドネシア、パラオの案件が採択－ 

 

 

広報・取材に関するお問い合わせ先 

アミタホールディングス株式会社 広報担当：駒井・蒲田 TEL：075-277-0795 / メール：press@amita-net.co.jp 

https://www.amita-hd.co.jp/news/250417_indonesia.html?am
https://www.amita-hd.co.jp/news/250417_indonesia.html?am
https://www.amita-hd.co.jp/news/240813_indonesia.html
https://www.amita-hd.co.jp/news/240813_indonesia.html
https://www.amita-hd.co.jp/news/240531_kitakyushu.html
https://www.amita-hd.co.jp/news/240531_kitakyushu.html
https://www.amita-hd.co.jp/news/240408_india.html
https://www.amita-hd.co.jp/news/240408_india.html
mailto:press@amita-net.co.jp

